
山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金（以下「補助金」という。）につ

いては、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）

に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、二酸化炭素の排出削減による地球環境の保全及び改善並びに山梨

県地球温暖化対策実行計画（令和 5 年 3 月改定）の目標を達成するため、県内に事業所

を有する事業者の設備の省エネルギー化を促進することを目的とし、これに要する経費

について予算の範囲内で補助する。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）事業所 工場、事務所その他事業を行う場をいう。 

（２）省エネ設備 別表に定める機器のうち、従来設備に比べて温室効果ガス排出量を削 

減できる設備をいう。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の対象となる者は、山梨県内に所在する事業所において事業を実施する法

人及び個人事業主のうち、次の全てに該当する者とする。 

（１）山梨県第三者所有モデルによる再エネ設備導入支援事業費補助金の交付を受けた

PPA 事業者との間で、オンサイト PPA モデル又はリースモデルにより太陽光発電設備

を設置した需要家であること。ただし、別途協議の上、知事の承認を得た場合はこの限

りでない。 

（２）一般財団法人省エネルギーセンター等が実施する省エネ最適化診断を受診した事業

所であること。 

（３）山梨県の県税の滞納がないこと。 

（４）自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではないこと。 

   ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す 

る暴力団員をいう。以下同じ。） 



ウ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

エ 法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるもの(以下この号において

「人格のない社団等」という。)を含む。)であって、その役員(人格のない社団等の代

表者又は管理人を含む。)のうちに暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関

係を有する者があるもの 

オ 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその事業活動を

支配する者 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たりその相手方が上記アか

らオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者 

（５）直近２箇年の決算にて、債務超過でないこと 

 

（補助対象事業等） 

第５条 交付の対象となる設備（以下「補助対象設備」という。）及び補助率は、別表に掲

げるとおりとし、補助対象設備の具体的な条件は、別に定める。 

 

（補助金の交付の対象となる経費等） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象設

備を設置するために直接必要な経費とし、具体的な内容は別に定める。ただし、消費税及

び地方消費税分については、対象としない。 

 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下、「補助事業申請者」という。）は、補助金

交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

（交付決定） 

第８条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審

査及び必要に応じて行う現地調査により、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、

補助金交付決定通知書（様式第 2 号）により補助事業申請者に通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第９条 規則第 6 条の規定による補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業の内容の変更をしようとする場合は、変更承認申請書（様式第 3 号）によ

り、知事の承認を受けなければならない。ただし、変更後においても目的に沿った細部

の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増加を伴わない場合は、この限りでな

い。 



（２）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様式第

４号）により、知事の承認を受けなければならない。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

（４）同一の対象設備、経費等で、国、県、市町村等が実施する設備導入等に係る他の補助 

制度と併用して交付を受けないこと。 

 

（事前着手） 

第１０条 補助事業申請者は、補助金の交付決定前に事業に着手した場合は、補助金の交付

を受けることができない。ただし、知事がやむを得ない理由があると認めた場合は、この

限りでない。 

２ 補助事業申請者は、前項ただし書の規定により補助金の交付決定前に事業に着手する

場合は、あらかじめ事前着手届（様式第５号）を知事に提出しなければならない。ただし、

届出により補助金の交付が確約されるものではない。 

３ 補助事業申請者は、前項により事前着手した後に、第８条の規定による交付決定がされ

ない場合においても異議は申し立てられない。 

 

（状況報告等） 

第１１条 知事は、必要に応じて補助事業者（前条第２項の事前着手届を提出した補助事業

申請者を含む。）から補助事業の遂行の状況の報告を求め、又は調査することができる。 

２ 補助事業者は、前項の調査に関して立会いその他の協力をしなければならない。 

 

（実績報告書の提出） 

第１２条 補助事業者は、当該事業が完了した日から起算して１箇月を経過した日又は別

に定める日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第６号）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

（額の確定） 

第１３条 知事は、前条の規定により実績報告書を受理した場合は、その内容を審査及び必

要に応じて行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、補助金額

の確定通知（様式第７号）により補助事業申請者に通知する。 

 

（交付方法） 

第１４条 知事は、必要があると認める場合には、補助事業者に対し、概算払により交付す

ることができる。 



２ 補助事業者は、前項の規定により概算払を受けようとするときは、概算払請求書（様式

第８号）を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し） 

第１５条 知事は、第９条の規定による補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合

又は次のいずれかに該当する場合は、第８条の規定による補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消し、又は変更することができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けた場合 

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（３）第１６条の規定に違反して承認を受けないで補助事業により取得し、又は効用の増

加した財産を補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸し付け、又は担保に

供した場合 

（４）第９条の規定による申請なく、事業内容等を変更した場合 

（５）前各号のほか、補助事業に関し、補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に

違反した場合又は知事の指示に従わなかった場合 

２  知事は、前項の規定による取消し又は変更を行った場合において、既に当該取消し又は

変更に係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全

部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（取得財産の管理及び財産の処分の制限） 

第１６条 補助事業者は、補助金の交付を受けて取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産」という。）について、管理するための台帳を備え、交付対象事業の完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理し、その効率的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は取得財産等のうち、取得価格が単価５０万円を超える器具その他の財産

については、知事が補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）を勘案して別に定める期間（以下「財産処分制限期間」という。）

を経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

３ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式第９

号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 知事は、前項の承認をしようとする場合において、原則として交付した補助金のうち

取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるも 

 のとする。 

５ 補助事業者は、天災地変その他補助事業者の責に帰することができない理由により、

補助対象設備が毀損され、又は滅失したときは、補助対象設備毀損（滅失）届出書（様



式第１０号）により知事に届け出なければならない。 

 

（書類の整備等） 

 第１７条  補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備し、補助金の額が確定した日の属

する年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。ただし、処分制

限財産等について処分制限期間を経過しない場合においては、財産管理台帳その他関係

書類を保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、別に知

事が定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和８年８月１日から施行する。 

 

  



別表（第３条・第５条関係） 

補助事業 補助対象設備 補助率 補助限度額 

補助対象設

備を設置す

る事業 

①高効率空調機器 

②高効率照明機器 

③高効率給湯機器 

補助対象経費の１／２ １事業所当たり、上限

１，０００万円 

 


